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ｒ－－一

一 丁

都市再開発の問題

－束京都心周辺区の再開発計画によせて－

ProblemsofUrbanRenewal

都市計画或は都市の再開発計画は現在わが国朝野の大

間題となっているに拘らず，計画に関する行政機関の考

え方と，企業体の考え方，或は都市住民の考え方の間に

大きな距離があり，確たる統一理念が無いままに各種の

計画が続出し,其等は相互に矛盾して多くのロスを生み，

急迫した問題を前に円滑に問題の解決を計り，有効な計

画を実現することが困難になっている。

都市計画に於て計画の具体化は局地としての地域社会

に結びつかざるを得ず，計画が現実的なものである為に

は，此処で論ずる区のような地域社会の計画は，全国計

画や地方計画と同様に重要であることは言う迄も無い。

特に従来の我国の計画に於ては，全国計画であっても地

方計画であっても官庁製の計画であって，上意下達の形

で作られ，計画の内容を実現する地域の企業や住民の動

向や意志が重視されなかった為に，その実現が困難であ

って計画は単なるペパープランに終ってしまうことが多

かった。

現在，東京の各区が中央官庁や首都圏や東京都とは別

に区民の自主的な意志を基盤に行政機関としての区との

密接な協力の下に統一した将来計画を立てようとしてい

ることは，永い日本の都市の歴史に於て数少いものであ

る。また現在の大都市の問題点が産業高度化に伴う企業

や人口の過度の集中，即ち社会的施設が経営体の活動や

住民の生活に相応したもので無いことから生ずる都市の

過密化の問題であり，また非民主的な伝統或は前近代性

に由来する経済の二重構造の問題であって，問題が経済

の発展を計ると共にこれにバランスをとった住民の福祉

一一一一

矢 崎武夫

、z彫りyZzrza厩

の州進であることをみれば，此の計画は誠に時機を得た

試承であると思う。

現在の都市計画は，旧来の都市計画とは種為の面で異

っている。古い都市計画は社会評論家の社会理想や技術

家の技術を地域構造の中に投影したものであり，彼等が

合理的或は理想的と考える方式に従て道路，店舗，工

場，住宅，公園，交通路線等を配置し建設することであ

った。

都市計画に関する此等の技術や理想は現在も其の重要

性を失わないが，都市計画の必要が，現在の社会経済構

造の変化とそれから生ずる問題に関連して発生したもの

であり，計両の実現は社会経済問題との関連なしには無

いものであるから，現在の都市計画に於ては技術の問題

とlMl連した社会経済的側面にむしろ重点が置かれるよう

になった。

また社会の体制的構造が変化して旧来の軍国主義国家

の政策遂行をロ的とした計画や，国民経済の生産性を高

めることを目的として資本の論理の承に貫かれた経済計

画は，現代社会の規範の立場からは多く欠陥を含んだも

のとなり，計画は凡ゆる面に亘ってバランスのとれた発

展を目標とするものになったから，社会，経済，文化を

含んだ綜合計画に進んで来た。

また社会の発展は如何なる地域の封鎖性をも破って地

域間の相互依存関係を強めてゆくから，各地域は都市の

一部，都市を核とする地方，国民社会，一層広くは国際

社会との構造関連に於て其の一部として機能を営んでい

るのである。従て地域の計画は国民社会，地方，都市等

の状態の変化過程の把握を基礎に，また此等の計画との

関連に於て地域の将来を見通し,発達した技術を用いて，
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予想される将来の社会の必要と規範の立場から望ましい

社会の計画を立てることが必要となった。

特に米国に於ては地域計画は必ずしも中央政府や県や

市の様な行政単位が指導的役割をとって行うとは限ら

ず，地域の私的企業体や住民が自ら計画を行うことが多

い。日本でも此の傾向は民間企業体が高度に成長してゆ

くにつれて，これに支持された私的団体が自ら計画を立

案し，実施する能力を獲得して来た。また民主を義の原

理が国民生活の中に浸透し，地域住民の福祉の重要性が

企業体にも市民にも，また政府や地方公共団体にも認識

されて来るにつれて，政府や地方公共団体の行う計画で

あっても地域住民の必要から生ずる自発的意志を重視す

る傾向が強まって来た。

しかし日本では現在までのところ米国のように民間団

体によってつくられ，経済的，政治的に強い実行力をも

った地域社会の連合体としてのCommissionが計画を

行う状態にはないので，地域計画に於ける国や都や区の

行政機関の指導性は計画実施の財政上の理由及び各計画

主体間の活動や計画の調整の為に重要なものになってい

る．

ただし現代社会の地域計画に於ては日本に於ても此等

行政機関の計画を不動の指導原理として受けとめ、これ

を基礎に各地域が自ら計画を立てることを意味するので

はない。

都市や其の企業や住民の状態は，技術革新や急速な経

済状態の変化をさしはさんで，予測をこえて自由に変化

してゆくものであり，計画によって利益や害を受けるの

は企業体や住民自身なのであるから，諸活動を調整し，

計画するものとしての国や都等の計画は，此の変化した

状態に応じて改正されるものであり，民主を義の社会で

は個別的な企業体や住民の意志が此の計画に反映され得

る制度上の構造をもっているから，此の計画は弾力性の

あるものとして作られ，また国民も弾力性のあるものと

して受けとめることが必要である。

区と言われる地域社会は都或は首都圏或は国民社会と

いうより大きな地域社会の体系の中で機能するものとし

て独特な役割と構造とをもち，区を構成する企業体や地

域住民は夫々目的意志を持ったものであるから，地域社

会としての区は，此等のより大なる全体の中に於ける自

己の立場を知る為に，国家や首都圏や都の現実の構造と

其の将来計画を理解すると共に，此等の計画に自己の地

域社会の意志を反映せしゑてゆくことが必要であり，よ

り大なる社会の計画と局地としての地域社会の計画とは

相互補足的な，また有機的関連に立つことが要求されて

いる。

以上の観点から我盈は地域計画を行うには国民社会や

地域社会の含まれている広い範囲に亘る地域構造の変化

や計画に，局地としての地域社会が如何に対応してゆく

かと言う問題からぷてゆくことが必要であると思う。

戦後に於ける日本国民社会の地域計画は大要三つの段

階をふんで前進して来たし，其の段階に応じて計画の重

点と方向は変化して来てしる。それはまた同時に都市や

其の他の地域社会の織造や変化の反映でもある。

其の第一段階は，昭和二十五年の国土綜合開発法に示

されたように，戦争によって荒廃した国土の保全，食糧

増産，地下資源や電源開発等を計って急迫した人口問題

に対応してゆく段階であった。

次の段階は昭和三十年頃から初まる経済の高度成長に

伴う段階である。此の過程で国民総生産は未箇有の速度

で上昇し，農業人口の急激な減少に対し工業化や都市化

が進行し国民生活の水準も著しく上昇していった。しか

しこの急速な発展は全体社会の中で急速な発展に有利な

条件を持った部分のみが急速に伸びたのであって，凡て

がバランスをとって発展したのではなかったから，地域

間或は企業間における発展の不均衡が顕在化し，此の頃

から民主を義を統合原理とする社会の立場から問題を生

じて来た。

昭和三十五年の所得倍増計画では民間投資に対し公共

投資の立遅れが目立って来たので生産隙路を打開し，産

業基盤の強化を計って工業の適正配置，重点的投資を計

るようになった。

昭和三十六年七月に出された「全国綜合開発計画政府

原案」は大都市地域に於て隙路が次第に拡大し，企業体

の集中は集積の利益をもたらすよりも，密集の弊害が顕

著となる一方，此等大都市地域と後進地域との格差が拡

大し，社会の安定的成長を妨げるものになっていったか

ら，都市の過大化を防止し，開発効果の高い地域を拠点

として，此の開発を通じて此れと密接な関係を持った地

域の発展を促進させ，資本，労働，技術等の観点から望

ましい地域的分担関係を構成し，生産の拡大と労働力の

移動を計って，地域内の経済力の増大によって既成密集

地区への流出を防ぎ，あわせて地域格差を縮小させよう

としたのであった。

産業の高度化による企業の増加拡大，行政機能や文化

機能の増大，および人口の集中は大都市に於て最も顕著

であり，これに伴う社会的施設の不足は産業の発展や市
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民の健全な生活をおびやかすようになっていったから，

全国的計画に平行して東京を中心とする地域の計画が進

められ，昭和三十一年には東京を中心とする半径100ｋ

の地域を首都圏と定め，既成市街地に於ける工場，大学

等の新設を抑制するとともに，周辺の市街地開発区域に

衛星都市を計画的に開発育成することを通じて，此の地

に人口及び産業を吸収し，首都に於ける人口流入を抑制

して，施設とのバランスを計り，また同時に交通施設，

建築の改良，新設を通じて首都の再開発を推進して，集

中に伴う害の除去が計られた。

しかし現実には計画された施策が予定通り推進されな

かったの承でなく，人口と企業の東京への集中は予想を

はるかに越えた速度をもって行われ，それだけ施設と企

業や人口の必要とするものとの間に於けるアンバランス

が大きくなり，現在首都の問題は危機的状態に突入して

来ていると言っても過言ではない。

此の様な状態にあって現在の東京其他大都市の内包す

る問題は，人口や企業の集中であっても，更に問題を局

地にしぼった交通，住宅，上下水道，清掃，犯罪等の問

題であっても，発展途上にある日本の政治，経済のあり

方，或は体制的構造との関連に於て生じた問題であり，

従て局地としての区等が自らの中に生じた問題の解決を

計る為めの計画であっても，多くは此等のより大なる社

会の問題，或は其の計画との関係への考慮なしには有効

なものにはなり得なくなった。

此れは全国的なレベルの問題として己に略述したよう

な計両が進行しており，首都圏レベルでは首都圏が全国

に対する比重を低めて来る程，もとの首都圏整備計画で

ある単一の核(mono-neuclions)形態を基礎にし，これ

を中核としてグリーンペルト,或は衛星都市を配慣して，

首都整備を行う方式から，広大な地域に亘って発達した

交通，通信によって結んだ多核心を持つ面状都市地域的

な形態への変更を余儀なくされて来ている状態にあり，

此の新しし､形態を秩序あるものとして計画してゆくこと

は行政区域の問題を初め国家的な政治，経済，財政，税

制上の変更なしには望めない状態になって来た。

此の様な構造変化の中にある区の地域計画は，国民社

会レベル，首都圏レベル，東京都レベル等いくつかのレ

ベルの制度上の枠組の中で計画されるのであって，区が

此等の枠組の中にありながら，企業体や住民の為に如何

に自己の意志の実現を計って，計画を行うかと言う問題

である。しかも区の上にかぶさった枠組が区の意志に妥

当に対応しない場合は国家的或は首都圏的なレベルの構

造或は計画の理解を基礎に類似の問題を持った地域と共

発 の問題３

同して其の変更を求めることも必要となって来る場合を

生ずる。近代民主社会に於ける地域計画は全体としての

国民社会の生産性を高め国民の生活を盛かにしまた民主

化する全体の計画と，局地としての地域社会の企業体や

住民の意志或は利益とが有機的に結びついて，相互の協

力の下に計画が遂行されてゆくことにあるのであり，企

業体や個人は夫を目的の実現を求めて自由に行動するか

ら，此等の協力なしには計画は単にｄｅｓｋｐｌａｎに過ぎな

くなり，問題が解決しないばかりか，以前にも瀬して社

会的不調和と害とを増すことになるであろう。

区の将来計画を立てる為には少くも首都圏や東京都の

社会経済，地域構造と其の将来計画に密接に関連し，国

家的，地方的な行政，法，財政，経済的な榊造と局地と

しての区の政治，経済，社会，地域構造との関係から，

地域としての区の統一ある将来計両が立案されなければ

現実的な意味を持ったものにはならないと思う。

区の社会経済活動，住居生活，これと結びついた交通

組織，地域構造の問題点とこれを解決する手段に関する

見解は行政機関や種殉の組織体，或は未組織の種点な住

民によって相互に相当異っている。従て区としての意志

の統一は容易なことではないが，此れは己に求ぺた様に

国家的，首都圏的な構造の中に一定の位置を占めたもの

であるし，また区は一定の構造をもち，一定の問題点が

あるのであって，全く各自がこの現実から遊離して自由

に計画を作れるようなものではないし，現実から遊離し

た意見を持ち得るとしても，矛盾を多くするだけで，そ

れは有効に実現し得ない。此の意味で地域社会として統

一した意志に基１，’た計画を持つ為には，地域計画に関連

する限りの全体に関する分析を行い，地域社会としての

変化の動向を明かにし．計画主体の指導を含んで予想さ

れる企業体や住民の意志を基礎に計画を立て，如何なる

ことが将来計画として可能であるかを示して，それに対

して各層の市民の意見と希望を求め，これを統一して一

応の意味で確定した将来計画を立案する。しかし区その

ものの権限には限界があり，区としての行政的，財政的

限界をのりこえて解決しなければならない問題も多いか

ら，其の実現には事項によって東京都や政府に求めるこ

とがあればその理解や協力や更に其の実現への努力を求

めることが必要である。

籾て区の将来計画には種掩な問題に就て目標を立て計

画を立案することが可能であるが，計画が統一性のある

ものである為には目標を明確化することが必要である。
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現在都市の直面する最も重要な問題は人口や産業の過度

集積の害を除き，経済の円滑な発展を計ると共に住民の

福祉の増進を計ることであって，これを主要な目標とす

ることが妥当であると思う。

日本の都市計画に於て最も遅れていることは住民の福

祉の増進の為の施設を整えることである。これは極めて

重要な問題であるけれども住民の福祉の増進は経済の発

展を除いては実現し得ないものであることは言う迄も無

い。従て住民の福祉の増進と経済的発展との関係は一部

の論者の主張するように二律排反的なものと考えるべき

ものではなくて，両者のバランスを何処に置いて計画を

進めてゆくかと言う問題である。

両者のバランスは特に都内の区の様な高度に特殊化し

た局地の中に求めるべきではなく，大きくは国民社会，

更に直接的に関連する枠組として地方としての首都圏の

中に求めるべきである。即ち社会経済的に相対的に自己

完結性をもった地域の中に求められなければならないこ

とは言う迄も無い。しかし此処で問題として取りあげる

都心周辺区の様な全体からふれば機能的に特殊化した小

地域でも，それなりにバランスに関連した問題はある。

経済の発展に基盤を置きながら住民の福祉の増進を計

る施設を整える為には巨大な資金を要することになり，

私的投資と共に社会的投資がより充分であることが必要

となるが，これには最近ようやく一般化して来た受益者

負担の原則を徹底して，此の財政的余裕の上で計画を実

施することが必要であると考える。

受益者負担を制度化することは国民一般の税による国

家の財政収入を一定地に注ぐ不公平を避ける為に，現在

日本の過密化した諸都市の計画の為には是非必要である

が，これは区の様な小地域が単独で実施し得ることでは

なく，国家が此の問題を取り上げ，必要な地域全体に向

て実施すべきものであるから，区は計画の立案を機に他

の区或は都，或は他の都市とも共同して此の制度化を政

府に要求することが必要となって来ているし，此れは現

在政府自身が問題としていることでもある。

此の問題は，都心周辺区の将来計画を考える場合特に

重要である。己に述べたように首都圏計画に於て人口流

入や抑制や都心機能の分散が基本的方針としてとられて

いても，経済の発展，社会の大規模化と共に，政府機構

の拡大と中心化，企業数の増加と其の規模の拡大は必然

であり，工場は周辺或は地方に分散が行われても，それ

は同時に都心に於ける管理機能の増加拡大となるのであ

り，これが変化の方向である。

首都圏全体は分散方式や多核心方式をとるとしても，

●
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現在の東京都心周辺は地価が高いに拘わらず低層の建築

が多く，管理機能は，広大な地域への近接性と相互の接

触を必要とするから，経営上利益がある限り都心に集中

するのであり，十年や十五年の将来をみた場合，此の地

区を高層不燃化しつつ依然として拡大を続けるのであっ

て，都心周辺区は次第に都心化しつつある。従て都心周

辺区は都心化することによって得る益をより多くすると

共に害を未然に防ぐ為の計画を行う必要がある。

都心化することによって生ずる害は多いが其の中最も

重要な問題は，都心の機能は企業等が交通の容易なこと

を通じて接触の容易さから来る利益を得て円滑に機能す

ることにあるのであるから，企業相互の接触，通勤，買

物，全国的な結びつきの増大に伴う交通問題であろう。

交通が何の程度の密度となった場合害となるかは，企業

の種類によって異っているので一定の水準で線を引くこ

とが出来るものではない。ある企業にとって益である交

通密度は，他の企業にとっては害である。何れにしても

企体業の都心集中は益である限り行われるのであり，交

通問題の為の投資は大きな害を生ずる以前の先行投資で

あることが，都心としての社会経済機能を発展しつつ問

題を解決してゆく方法である。従て都心としての膨脹期

即ち民間投資と社会投資とを合せ，そこにある経営体が

総体として利益を得ている間に受益者負担の原則を実施

して施設の改善を計ることが必要である。

都心化によって生ずる次の問題は都心的機能が周辺地

域に侵入してゆくことによって生ずる地域的荒廃の問題

である。都市の社会計画が未だ進んでいなかった時代に

は米国や英国の過去の都市にふられたように都心が拡大

してゆく場合にこれと隣接した地域は交通，騒音,塵挨，

日光，緑地の欠除のため住居地として不適となり，此等

の居住者が郊外に移住し，これに代って労働市場が近い

ことが条件となって低所得者が居住しスラム化して犯罪

や社会的領廃の温床となっていった。都や区が無計画で

あるなら此の危険があり，現在此の種の地区をみるが，

現在の欧米都市にみられるように社会経済の発展につれ

て公営住宅或は公団住宅化が行われれば此の問題は無く

なる。この問題は後の住宅の項で扱うことにする。

次の問題は，日本の都市は，都心に近く住居と未分化

の多数の中小企業があり，此等が交通問題を初め火災，

工場の出す汚水，煤煙，騒音，地盤沈下其他の社会環境

の悪化の問題を生じている。これは特に国家が先進国に

追いつく為に大企業に特権的利益を与えて国家の経済的

発展を計り，多数をしめる中小企業がないがしろにされ

てその近代化がおくれたことに最大の原因があるのであ
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って，問題の根本的解決には，日本経済の体質改善を要

する。一方此等の企業を多くかかえた区の立場から象れ

ぱこの鵬衰と変化は区全体の将来に重大な影響を与える

事柄でもある。

現状に於ては此等の企業もある程度の有用性があるか

ら多数存在する訳であるが，ますます開けて来る国際市

場に於ける競争に打勝ってゆく為には此等企業は多くの

面で近代化が要求される。此等の近代化には経営者の緒

神，経営方式，技術，労働等企業体の全面に関して改善

してゆくことが必要であって，如何に椛造を変化して，

将来の日本の発展に有用な役割を担うことが出来るかは

重大な問題である。

都心周辺の区にある此等企業の問題は一つには内的構

造の変化の問題であると共に，他には此等が将来も蛸集

した状態で，此の位置に止まるべきか何うかの問題があ

る。企業の位置の決定は原料や機械の搬入,資本の獲得，

生産販売のための土地家屋，労働の取得，企業相互や市

場への近接性と出荷の手段（輸送）等がある訳である。

多くの企業が歴史的に此等の地区にあることは，此の地

が此等の条件を有利に満たしているからである。此等の

条件が満たされていると言うことは企業間や企業と人口

との間に社会経済活動に必要な複雑なネットワークが完

成していることを意味する。

しかし現実には首都圏全体の鱗造が急激に変化してい

ると同様に各区も此等の条件に関して急激に変化してい

るのであって，企業の内的構造の近代化と新しい都市の

地域構造に対して企業の位置の合理性を求める場合，よ

り良い条件が与えられるなら移動した方が有利であるか

も知れない。此処で国や東京都で計画されているマーケ

ットセンターや中小企業団地の問題を考えて承る必要が

ある。

此等企業は今後も現在位置に止ることを望み，或は現

在位置に止る為により良い条件を作るべきであるか，或

は移動すべきかは区にとって重要な問題である。此れに

関しては充分な研究が行われなければならない。此の研

究には国や都等が移動に対して与える条件と企業が現実

に置かれている状態の比較が必要となり，企業は歴史的

惰性をふくみ晴性は消滅してゆくものとのみふることは

出来ず，企業の一定地への集中が此れに関連する他の機

能をも重畳的に集中してゆくから，此の状態の変化と企

業家の移動の意志の分析が必要となる。

周辺区にとって更に砿要な問題は副都心を中核とする

消費中心としての繁華街の問題で，此の繁栄か衰亡は区

の将来にとって重要である。東京の副都心の形成と其の

発 の問題５

変化は歴史的に東京と其周辺を結ぶ交通網の形成のされ
方に依ている。

基本的には大正の東京の拡大期に都心と周辺とを結ぶ

山の手線，中央線が完成しこれが政府の事業とされ，私

鉄は中央に乗り入れられず，各私鉄は山の手線と結合す

ることの象可能であり，私鉄の敷設権が方向別に分けら

れたことが，此等が会社の土地所有とも結びついて山手

線上の一定の位置に鉄道の集中地点，乗換地点を作り，

後に副都心として発展していった。

この地点が副都心として発展するのは相当の期間を要

したが，都心を中核として人口が定着し，同心円的に地

域を拡大し山手線を越えて此の地が広がってからのこと

である。

此の拡大の過程で副都心附近には，日常消費経済の中

心としての近隣中心とは異って，都心の小売，娯楽機能

を分けた形の消費中心が発展し，東京全体の地域が広く

なり此の地が此等後背地の交通機関の集中地点となる程

また後背地人口の消費能力が上昇する程，小売，娯楽の

機能を拡大し現在の様な大規模な副都心となった。併し

此の位置も現在の東京の規模と，道路，鉄道其他の交通

機関の発達のため都心との距離を短縮し，一つには都心

地域が拡大し，交通路に沿いリボン状をなして此等の地

域にまで及ぶ状態にある，一方，後背地にも新に副都心

的性格をもつ地が噌加して来た。

元来交通が自由に発達していればこの様な巨大な副都

心は生れず，はじめからより多核的なものになるのであ

って，現在のように，地下鉄，パス，更に自家用車が周

辺と都心とを能率的に結んでゆけば，米国都市に承られ

るように都心を中心にリーヂョナルセンター，ローカル

センターが衛星の如くちらばり，現在の東京の副都心の

様な巨大な中心は次第に姿を消してゆくことは当然であ

る。

何れにしても近代都市の機能はもはや第二次産業的な

ものから規定さるべきでなく，第三次産業が重要であり

副都心の問題や既成市街地の再開発は主として此の側面

から理解されなければならない。特に国民生活の向上に

つれてますます多くの余暇と経済的余裕を生じ，買物，

教養，観光，娯楽等に関してより多くの時間と費用がつ

ぎこまれて来る。

そこで副都心に対する将来計画を行う場合に買物，教

養，観光，娯楽等の消費行動の一般的動向を交通機関と

関連して把握することが必要であり，住民の近隣，副都

心，都心に於ける消費の型，此等副都心利用人口の地域

的分布と其の消費性向の関係を承なければならない。消
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費性向は副都心の供給する様なレヂャー的なものに関し

ては特に変動がはげしいから，此の動向から将来如何な

る施設を新に加え，何が不要となるかを見通して，繁栄

維持の方策を立てる必要がある。

現在の状況では副都心の型は，国鉄，私鉄，地下鉄，

バス等のマストランス・ポーライショソ・システムに依

存することによって成立している。現在東京都民の自動

車使用台数は11軒に１台となっているが，これは加速度

的に増加する趨勢にあり，自家用車の使用が副都心の位

置の変化に決定的な影響を与え，充分な駐車場の無い繁

華街は，時代からとり残された米国の例は大いに参考に

しなければならない。

東京では通勤や事務の遂行の為国鉄，地下鉄，バスは

重要であるが，高速道路の発達につれて買物，観光，娯

楽に自家用車利用の比重が強まって来ることは明かであ

る。東京の副都心程大きいものは世界の大都市の何処に

も見出すことは出来ないが，周辺区が現在の副都心を将

来も残すことを望むなら其の将来像としてはストックホ

ルムの都心のように，店舗を高層化し，歩道と車道は完

全に分離して二階或は三階建てとし，物品の搬入搬出は

一階以下として広大な駐車場をもうけることは，東京の

様な大きな副都心Iこの承可能なことであり，交通混雑や

事故の危険を減じ，美麗快適な街とし繁栄させる一案で

あると思う。

都心周辺地域の再開発問題に関連して住民の住居や店

舗の位|置と形式の変化の問題がある。首都圏整備委員会

では最初から都心周辺の住宅の高層化を基本的な政策と

して来た。此の傾向は特に世界に其の類を見ない程の地

価の高騰と共に必然化して来る。しかし現実には区部の

建物は平均１．６階の高さであって,土地所有が細分され，

資本の不足，協同の困難，所有権の移動が余りはげしく

ないこと等のために前時代のままの低層木造小型建築と

なり，土地利用の合理性ひくく，施設の不備を伴て火災

其他の災害の危険をもはらんでいる。

現在は都市計画に於ける財政，税制及び法的処腫が充

分組織化し統一されておらず，計画が円滑に進行してい

ない状態にあるせいもあって，東京に集中して来た人口

は都心への通勤人口であるに拘らず，地価の騰貴に従て

遠方に居住することを余儀なくされている。市民の経済

生活が上昇し，都市計画が進象，私的投資と共に公共投

資が充分に行われるようになると，諸外国の都市に染ら

れるようにスラム的状況にあった都心周辺の地域が再開

発され，高層アパート地域に変じて，周辺に分散してい

た人口が通勤に便な此の地に帰り住居する傾向がある。
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東京都心周辺の低層木造住宅地はまさに此れに該当す

る地域であって，将来の発展傾向としては緑地，道路，

上下水道其他に関し充分な条件をもつも中高層大規模な

近代住宅地としての発展が考えられる。汚水の処理や清

掃に関する法的処置や下水道の完備を得て，河川が浄化

され，周辺の緑地化が進められれば，快適な近代的住宅

地域となることが可能であり，通勤距離は短縮され，乗

効率は減ずることになる。此の場合単位地域を区分して

学校，店舗，病院，警察γ近隣公園等に関してバランス

のとれた区域計劃が必要である。

此等住居建築の主体は営団や公団によることが望まし

いが，現在の状態では予算が限られているから，多くは

私的なものになるであろう。その場合違法建築が多くな

り質が低下するのでよく実状にあった法的規制が必要と

なる。

私は以上述べた様な傾向から周辺区の基本的な再開発

計画が考えられ，其れに応じて交通路線，道路計画，更

にゾーニソグの計画が考えられると思う。

ゾーニソグは都市計画に於て基本的に重要であり，完

全なゾーニングが行われれば，交通困難や事故，騒音，

スモッグの害，社会的環境の悪化等都市の生承出す弊害

の多くを除くことが出来る。日本の都市の多くは基本的

な地域構造の決定が近代以前の価値や権力によるものが

多く，工業化の原理や民主含義の原理が貫徹していない

為に新しい社会の要求に適応していなし､ことに多くの問

題がある。新なゾーニングは地域構造に関するアイディ

アの変化，また此れを実現する為に法制，行財政上の変

化を伴うのであり，単に企業体や住民の位置の変化を意

味するものではなく，社会経済椴造の変化を意味してい

る。

最後に計画を実現する為の主体の問題がある。社会が

自'1|であることは都市計画に於ても凡ての企業体や民間

の組織や個人が自ら計画を立案し実行に移す自由をもっ

ていると言うことである。しかし現実には個念の企業体

や組織体や個人が夫を持っている願望の実現は与件とし

ての東京，首都圏，国民社会の法や条例や社会経済的な

構造の中にあって，どれを選ぶかによってきまることで

あって全く自由であることを意味するのではない。此の

意味で与件が変化しない限り，変化には一定の方向があ

り，ある程度の現象の予測が可能であるが，企業体や其

他の組織体や個人が状態の変化に応じて新な決断を下し

て行為するの染ならず，与件となる様な広い範囲の社会

経済状態も技術等の変化を通じて急速に変化するもので

＝ロ
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あるから，長期の予測は区と言うような地域社会の計画

に必要な細部の面まで行うことは困難である。

此処で我々が地域社会を計画してゆく場合にextra‐

communityと言われる対象とする地域と密接に関連す

る限りの外部にある行政，法制，社会経済構造の変化及

び其の計画と,内部の社会経済椛造の変化の動向の関係，

外部や内部の計画主体の意志，其の目的達成の組織等が

問題となって来る。

地域社会内部の計画の主体となるものは行政機関や商

業組織や労働組合其他の集団，住民の組織等多数あり，

各機関は共通の問題を持つと共にまた異った意志と関心

を持ち，相互に矛盾する目的の実現をさえ求めて行動す

る。

地域社会の計画はこれら地域社会内部の種々な主体に

よって行われるの承でなく，特に内部の主体が行政的で

あっても，経済的であってもより大なる外部にある機関

の一部（sub､system）である場合はこれの目的意志との

構造関連に於て局地としての地域の計画が実現されるこ

とになる。

此等の構造関連の仕方は多く制度化されているもので

あって,此れをとらえるには制度が如何なるものであり，

如何に運用されているか，制度が如何に変化して来てい

るか，また一定の計画を実現するには現在の制度を如何

に変化すべきかの問題にまで亘らなければならない。

戦前と戦後では此等の構造関連の仕方が異っているの

承でなく，計画の目的も異っている。戦前は輸出を目的

とする国家的な産業の発展や戦争遂行の為の国家的統一

と体制の整備が最高の目的とされ，此の線に沿て計画が

行われ，主体間には上意下達の形で榊造的関連の仕方が

あった。戦後は先づ経済の復興，更に発展であり，次第

に地域経済の発展と住民の福祉の増進に重心が移り，地

域住民の意志が次第に重んぜられて来た。そして局地の

地域社会に於ける計画主体が此の地域を越えたより大き

な組織の一部である場合も主体の独立性が相対的に強く

なった。

計画が上意下達の形のものから全体の相互関連的形態

_ヱー ｰー Hーヱーー_--...--
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をとるにつれて，各地域社会の計画を実現可能のものと

する為には，内部の各主体の意志を調整して統一するこ

と，及び地域の計画がより大なる社会の計画と密着した

ものであることが必要となった。

地域の計画主体は極めて種含なものがなり得るのであ

り，相互に矛盾した計画も立てられるのであるが，これ

らを統一あるものにする能力のあるものでなければ全体

計画主体とはなり得ないし，統一ある場合により大なる

社会の計画とも関連し自己の意志を反映し得るし，内部

に矛盾も無く有効な計画が実現出来る。

己に述べたように地域の計画がより大なる社会の計画

に密着すると言うことは大なる社会の計画に対し全く受

身であることを意味するものでは無い。より大なる社会

の計画の充分な理解に基いて此れとの構造関連に於て自

己の計画を立てることが必要であるが，地域の計画の結

果多くの場合大なる社会の計画の変更を要求することが

可能であり，必要である。

但し地域社会内の計画と大なる社会の計画との関係，

或は地域社会の計画そのものも計画主体になり得る様な

凡ての団体，或は個人が理解し得ているとは限らないか

ら，実際の計画主体たり得るものはより大なる社会の計

画と自己の計画とを共に理解し，この実現に向て社会を

啓蒙し協力を得る能力を持って！‘,ることが必要である。

最後に計画の立案は主として研究的側面であり，実施

１ｍとは区別し得るものであって，両者は密接な関係にあ

るものであるが，全体は極めて複雑な問題であって，此

の両者が単一の機関によって行い得るとは限らず，また

単一の機関によって行われなければならないと言う必然

的な理由も無いと思う。

我々は，以上都心周辺区の再開発の問題を論じた。事

実分析が終っていない状態での記述であるが，都心周辺

地区の再開発問題へのアプローチの基本的な問題を示し

得ていれば幸であると思う。なお，本論は都市問題，昭

和四十年四月号の拙論、日本の都市問題〃と併読して頂

ければ幸である。（1965,6,28.）


